
令和５年度 安来市立広瀬小学校いじめ防止基本方針 

安来市立広瀬小学校 

 

  本方針は、人権尊重の理念に基づき、安来市立広瀬小学校の全ての児童が安心・安全な

学校生活を送ることができるよう、「いじめ問題」を根絶することを目的として策定する

ものである。 

 

１ いじめの定義といじめに対する本校の基本認識  

 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当

該児童等と一定の人間関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える

行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象と

なった児童等が心身の苦痛 を感じているものをいう。 

（平成２５年９月「いじめ防止対策推進法 第２条」より） 

 

  ○個々の行為が、いじめに当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、いじめを

受けた児童の立場に立つ。 

○背景にある事情の調査を行い、児童の感じる被害性に着目し、いじめの判断を慎重に行う。 

                                   

上記の考え方に基づき、本校では全ての職員が「いじめは、どの学校・どの学級で

も起こりうるものであり、いじめ問題に全く無関係ですむ児童はいない。」という基

本認識の上に、全校の児童が「いじめのない明るく楽しい学校生活」を送ることがで

きるように、「いじめ防止基本方針」を策定する。  

≪いじめ防止のための基本姿勢≫ 

(1) 教職員自らの人権感覚を磨き、人権侵害を見抜く力を高めるとともに、「いじめ

は人間として絶対に許されない行為である」という意識を児童に徹底させる。 

(2) 児童一人一人の自己有用感を高め、自尊感情を育む教育活動を推進することを通

して、いじめを許さない、見過ごさない雰囲気づくりを醸成する。 

(3) 「いじめを受けた児童に非はない」という認識に立ち、当該児童の安全を最優先

に考え対応する。 

(4) いじめの未然防止、早期発見及び解決のために、学校体制の中で計画的に取り組

むとともに、家庭・地域、関係諸機関や専門家等との連携・協力を密にして対応

する。  

 

２ いじめ防止のための校内組織 

いじめ防止等に組織的に対応するため、いじめ防止対策委員会を設置する。この組織

は常設とし、いじめの相談・通報窓口となり、いじめの疑いに関する情報等を収集・記

録・共有する。そして、いじめの疑いに係る情報を得た場合に緊急会議を開催し、迅速

な対応を行う。また、具体的で実効性のある校内研修（複数回）の企画をする。 



構成員は以下のとおりとし、組織的にいじめの問題に取り組むための中核的な役割を

担う。 

＜校内構成員＞                                

校長、教頭、教務主任、生徒指導主任、学年主任、養護教諭、人権・同和教育主任、

当該児童の学級担任、特別支援教育コーディネーター等 

＜校外構成員＞ 

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の心理・福祉の専門家、教育

委員会指導主事、その他関係諸機関 

 

３ いじめの未然防止、及び早期発見及び解決のための取組 

【未然防止の観点から】 

(1) 平素からの人間関係づくり、学級集団づくりを充実させる。 

児童一人一人がかけがえのない存在として認められ、お互いが相手を思いやる雰囲

気づくりに学校全体で取り組む。また、教師が分かりやすい授業を心がけ、児童の基

礎学力の定着を図るとともに、学習に対する達成感・成就感を味わわせ、自己有用

感、自尊感情を育むことができるように努める。 

道徳の時間には命の大切さについての指導を行うとともに、「いじめは絶対に許さ

れないこと」という認識を児童がもつように、教育活動全体を通して指導する。 

 (2) いじめを許さない、見過ごさない雰囲気づくりの醸成に努める。  

「いじめはどの学級でも、どの児童にも起こりうるものである」という基本認識に

立ち、全ての教職員が児童の様子を見守り、日常的な観察を丁寧に行うことにより、

児童の些細な変化も見逃さない鋭い感性を磨く。  

併せて、人権週間に実施する「いじめゼロ運動」の推進や、学校全体で「ありがと

うの木」等の取組を行うことで、意識化を図る。  

(3) 児童一人一人の自己有用感を高め、自尊感情を育む教育活動を推進する。 

① 一人一人が活躍でき、考え、議論する教育活動の推進  

様々な教育活動を通して、一人一人の自己有用感の醸成を図る。 

・なかよし班活動（異学年交流）の充実  

・児童の自主的・自発的な活動を中心とした委員会活動の充実  

・児童が主体的・意欲的に取り組める学習活動 

② 友達との良好な関わり方を身につけるためのソーシャルスキルの育成 

ソーシャルスキル・トレーニング等を活用して、自分と他人では思いや考えが違

うことに気付かせるとともに、認められる自分が存在することを感じることで自尊

感情を育み、明るく楽しい学校活を送ることができるようにする。  

③ 他者とつながる喜びを味わう体験活動  

わかり合える楽しさや喜びを実感させるとともに、相互交流の工夫を行うことで

コミュニケーション能力を育成する。また、学校行事や児童会活動、総合的な学習

の時間や生活科における道徳性育成に資する体験活動の充実を図る。  

④ インターネット上のいじめへの対応 

発信された情報や発信者の匿名性等を踏まえ、インターネット上のいじめを防止 

するための情報モラル研修を実施する。 



【早期発見及び解決の観点から】 

(1)いじめの早期発見及び解決のために、一致団結して取り組む。  

①  年２回の教育相談週間、年３回の「学校生活に関するアンケート」、及び年２

回のアンケートＱ-Ｕの実施によって児童の悩みや友達関係を把握し、いじめ根

絶を目指す。また、地域住民や保護者からいじめに係る取組が適正に行われてい

るかについて、学校評価の項目に位置づける。 

②  いじめの事実を発見したときには、学級担任だけで抱え込むことなく、校長の

リーダーシップの下、組織として全ての教職員が対応を協議し、的確な役割分担

をしながらその解決にあたる。また、速やかに事実確認を行い、その結果を市教

育委員会に報告する。 

③  情報収集を迅速・的確に行い、事実確認をした上で、いじめを受けた児童の安

全確保を最優先に考え、いじめをやめさせ、その再発を防止するため、いじめを

受けた児童等とその保護者に対する支援を行う。その後、いじめに係る行為が止

み、少なくとも３ヶ月を目安として、いじめの解消とする。 

④  特に配慮が必要な児童 

・海外から帰国した児童や外国人の児相児童、国際結婚の保護者を持つなど   

の外国につながる児童 

・性同一性障害や性的指向・性自認に係る児童 

・東日本大震災により被災した児童又は原子力発電所事故により避難してい

る児童 

・新型コロナウィルスに感染した児童、感染した人や検査を受けた人、治療

に当たっている医療関係者が家族にいるなどの児童 

・上記の児童を含め、特に配慮が必要な児童等については、日常的に適切な 

支援を行うとともに、保護者との連携、周囲の児童に対する必要な指導を    

組織的に行う。 

⑤  いじめを受けた児童の心のケアを図るため、スクールカウンセラーや養護教諭

と連携を図りながら、指導・対応に当たる。 

⑥  いじめを行った児童に対しては毅然とした態度で指導にあたるとともに、その

保護者に対して継続的な助言を行う。併せて、傍観した児童にも、いじめに荷担

したことと同様であることを認識させる。一方で、いじめを行った児童に心理的

な孤立感・疎外感を与えることがないよう一定の教育的配慮を行う。 

⑦  教育上必要があると認めるときは、教育的配慮に留意し適切に懲戒を加える。

その場合、いじめを行った児童が自らの行為を理解させ、健全な人間関係を育む

ことができるように指導する。 

⑧  いじめを見ていた児童に対しては、自分の問題として捉えさせ、いじめをやめ

させることができなくても、誰かに知らせる勇気をもつよう伝える。 

 

４ 重大事態への対処 

 (1) 重大事態の定義  

ア いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると

認められる場合 



イ いじめにより児童が相当の期間学校を欠席する（年間 30日を目安とし、一定期

間連続して欠席している場合も含む）ことを余儀なくされている疑いがあると認

められる場合 

ウ 児童や保護者から「いじめられて重大事態に至った」という申立てがあった場

合 

(2) 重大事態への対処 

    ア 重大事態が発生した旨を、市教育委員会に速やかに報告するとともに、教育委

員会と協議の上、当該事案に対処する組織を設置し、当該組織を中心として事実

関係を明確にするための調査を実施する。 

  イ 上記調査結果については、いじめを受けた児童・保護者に対し、事実関係その

他の必要な情報を適切に提供する。 

ウ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときは、教育委 

員会と協議し、所轄警察署と連携して対処し、児童等の生命、身体、財産に重大

な被害が生じる恐れがあるときは直ちに通報を行う。 

   

附則   

１．この方針は、平成２６年４月１日より施行する。 

２. 平成２７年４月７日一部改正し、平成２７年４月１日より適用する。  

３．平成２８年４月１日一部改正し、同日より適用する。 

４．平成２９年４月１日一部改正し、同日より適用する。 

５．平成３０年４月１日一部改正し、同日より適用する。 

６．平成３１年４月１日一部改正し、同日より適用する。 

７．令和３年４月１日一部改正し、同日より適用する。 


